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（気象庁訳）

WMO 温室効果ガス年報
2023 年 12 月までの世界の観測結果に基づく 

大気中の温室効果ガスの状況 

第 20 号 | 2024 年 10 月 28 日 

大気中の二酸化炭素（CO2）は、気候変動を引き起こ

す最も重要な人為起源の温室効果ガスである[1]。2022

年から 2023 年にかけて、地表付近の大気中 CO2 の世

界平均濃度は 2.3 ppm 増加した（図 1）。濃度年増加量

が 2 ppm を超えるのは 12 年連続であり、すでに顕著な

増加傾向が続いている。CO2 の大気中への蓄積は、人

類が生存しているいかなる時よりも現在が最も速く進行

している。現在の大気中の CO2 濃度はすでに工業化以

前（1750 年以前）を 51%上回っている。 
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図 1 WMO GAW ネットワークにより得られた観測データを[2]に記載された手法で解析した 1985 年から 2023 年の期間の大気中
CO2の世界平均濃度の年増加量。 

WMO 全球大気監視（GAW）温室効果ガス（GHG）年報は 2006 年に刊行されてから、政策決定や一般へ

の普及啓発向けに全球大気における温室効果ガスの組成の情報を提供してきた。第 1号では 2004年の大

気中二酸化炭素濃度は 377.1 ppm(1)と報じたが、2023 年には 420.0 ppm に達した。わずか 20 年の間に 42.9 

ppm、すなわち 11.4%増加したことになる。 

年変動の詳細な解析（図 2）によれば、2023 年の年内

の濃度増加量は 2.8 ppm であり[3]、1950 年代に現代的

な CO2 観測が開始されて以降、4 番目に大きい年内の

濃度増加量である。 

CO2の濃度増加量がこの 10 年大きい背景には、2010

年代から 2020 年代にかけて化石燃料消費による CO2

排出が歴史的に大きかったことがある。世界の化石燃

料消費による炭素排出量は 1960 年代の 3.0±0.2 Pg C/

年 から大幅に増え、2023 年には約 37 Pg CO2/年 に相

大気中CO2の世界平均濃度の年増加量
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図 2 大気の大部分を代表する海洋境界層の観測地点における米国海洋大気庁（NOAA）全球監視研究所（GML）の観測から解
析された大気中 CO2の増加量。等値線は CO2の増加量を ppm/年 の単位で示す。寒色は相対的に小さい（ただし歴史的には高
い）増加量を、暖色は相対的に大きい増加量を示す。 

当する 10.0±0.5 Pg C/年 と推定される[4]。大気中の CO2

増加は、炭素の総排出量が海洋と陸上生物圏の炭素の総

吸収量を上回った正味の結果であるため、炭素排出量に直

接関係している。最近 10 年間の化石燃料消費による炭素排

出量の増加は、2000 年代と比べると緩やかではあるが、排

出量は依然として多い。その結果、2014 年から 2023 年にか

けての大気中 CO2の 10 年間の平均年増加量は 2.4 ppm/年 

と解析開始から最も高い水準となった。 

2023 年の大気中 CO2の年内の濃度増加量は、最近 10 年

間の平均年増加量より大きく、最近 10 年間では 2 番目に大

きかった。これは、森林火災による放出の増加と正味の陸域

の炭素吸収量の減少の結果と考えられる。化石燃料消費に

よる長期的な CO2 増加が単調である一方で、CO2 の増加量

は年々の変動があり（2014 年から 2023 年まででは 2.1 ppm

から 3.2 ppm の範囲内（図 1））、この変動は大気中の CO2の

安定炭素同位体比 13C:12C の測定によって確認されるよう

に、ほとんどが大気と陸上生物圏との CO2 交換によって引き

起こされる[5, 6]。エルニーニョ・南方振動（ENSO）が、主にこ

の年々変動を引き起こし[7, 8]、光合成による CO2 の吸収と

植物の呼吸による放出、森林火災の発生に影響を与える。

2023 年 5 月、地球は 3 年間続いたラニーニャ現象からエル

ニーニョ現象に、つまり ENSO の寒候期から暖候期へと移行

し、その結果、世界平均気温も記録的な高温となった。 

2023 年の CO2の大幅な増加（図 2）と同時に、大気中の一

酸化炭素（CO）が過去 20年間で最も増加したことから[9]、森

林火災による CO2 放出の増加が示唆された。一酸化炭素は

不完全燃焼により生じ、交通及び工業排出域から離れたバ

ックグランド観測点での CO 濃度の増加は、森林火災による

放出の良い指標となる。2023 年、カナダでは過去最悪の森

林火災の時期を経験し、規模の大きな国家からの化石燃料

消費による年間炭素排出量に匹敵する 0.65 Pg C が放出さ

れた[10]。8月から 10月にかけて、オーストラリアでは記録上

最も乾燥した 3 か月間を経験し、深刻な森林火災が発生した

[11]。2023 年から 2024 年の地球規模の森林火災季におい

て、森林火災による炭素放出量は平均を 16%上回る 2.4 Pg C

となり、これは 2003 年以降全ての森林火災季の中でも 7 番

目に多い放出量となった[12]。大気中 CO2 観測データを用い

て CO2 フラックスを最適化する大気トレーサー輸送モデルに

よると、陸域 CO2 フラックスのもう一つの重要な要素である、

生態系による正味の炭素交換量の 2023 年の値は、2021 年

から 2022 年の値に比べ約 28%減少したと推定されている

[13]。2023年は例外的に暖かく、陸域から海洋に渡る全球気

温は 1850 年まで遡った記録の中で最高であった[11]。極端

な暑さは、多くの陸域生態系にとってストレス要因であり、植

物による炭素吸収の低下を引き起こす可能性がある。2023

年における CO2の大幅な増加の正確な発生源と吸収源の帰

属をより正確に推定するための研究は、いまなお進行中であ

る。 

近い将来、気候変動のフィードバックによって、生態系が

温室効果ガスのより大きな発生源（例えば参考文献[14]を参

照）または吸収源となる可能性がある。森林火災は大気中に

より大量の二酸化炭素を放出する可能性があり、高温化した

海洋では二酸化炭素の吸収量が減る可能性がある。その結

果、大気中の二酸化炭素濃度がより増加し、地球温暖化と

海洋酸性化を加速させることになる。このような気候フィード

バックは世界全体の社会にとって重大な懸念である。 
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図 4 GAW 観測ネットワークを構成する最近 10 年間の二
酸化炭素観測地点。メタンの観測ネットワークもこれと同様
である。一酸化二窒素及び他の長寿命温室効果ガスの現
場観測ネットワークは、はるかに密度が小さい。 

2023年のGAW現場観測ネットワークの概要 

この WMO 温室効果ガス年報第 20 号は、長寿命の温室

効果ガスの中で最も影響の大きい、二酸化炭素、メタン及

び一酸化二窒素の大気中の濃度と変化を報告するととも

に、その他の温室効果ガスの概要も示す。上記の 3 種類の

ガスとフロン 12（CFC-12）及びフロン 11（CFC-11）を合わせ

ると、長寿命の温室効果ガスによる放射強制力全体の約

96%（4）[15]を占める（図 3）。 

WMO GAW計画は、大気中の温室効果ガス（GHGs）及び

その他の微量成分の組織的観測及び解析をとりまとめてい

る。最近10年間の温室効果ガス観測地点を図4に示す。参

加国が報告した観測データは、気象庁にある温室効果ガス

世界資料センター（WDCGG）が保管・配布している。 

この年報でWMO WDCGGが報告する世界平均濃度及び

増加量とNOAAが発表した結果[3]は、同じ年であっても値

が若干異なる。これは解析に使用される観測地点の違い、

平均値算出手法の違い、及び値が代表する期間の若干の

違いによる。WMO WDCGGはGAWレポートNo.184[2]に記載

されている手法で解析を行っている。 

主な 3 種の長寿命温室効果ガスの 2023 年の大気中濃
度の世界平均と、2022 年から、及び 1750 年からの濃度変
化を表に示す。 

表に示されている 3種の温室効果ガスは人間活動と密接

に結びついており、生物圏や海洋とも強い相互作用があ

る。大気中の温室効果ガスの将来変化を予測するには、そ

図 3 長寿命の温室効果ガスによる放射強制力の経年
変化と 1990 年を基準とした指標である 2023 年の NOAA
年次温室効果ガス指標（AGGI）[15]。「CFC*」群には、
CFC 類以外の長寿命ガス(CCl4、CH3CCl3、ハロンなど)も
含まれるが、この放射強制力の大部分 (2023 年には
95%)を CFC 類が占める。「HCFCs」群には、これらの物質
の中で最も濃度が高い 3 種類(HCFC-22、HCFC-141b、
HCFC-142b)が含まれる。「HFCs*」群には、最も濃度の
高い HFC 類（HFC-134a、HFC-23、HFC-125、HFC-
143a、HFC-365mfc、HFC-227ea、HFC-152a）と、完全を
期するため SF6を含むが、この群の放射強制力に占める
2023 年の SF6の割合はわずか（13%）である。 

要約 

WMO全球大気監視（GAW）計画から得られた観測成果の
最新の解析によると、2023年の二酸化炭素（CO2）、メタン
（CH4）、一酸化二窒素（N2O）の現場観測ネットワークによる
地上での世界平均濃度（2）は、それぞれ、420.0±0.1 ppm、
1934±2 ppb（3）、336.9±0.1 ppbとなり、解析開始以来の最
高値を更新した。これらの値は工業化以前（1750年以前）
の、それぞれ151%、265%、125%にまで増加している。二酸化
炭素の2022年から2023年までの濃度増加量は、2021年か
ら2022年までの増加量よりわずかに大きく、最近10年間の
平均年増加量よりわずかに小さかった。この変動は、化石
燃料による二酸化炭素排出量の増加が継続しているため、
部分的に自然変動によって引き起こされていた可能性が非
常に高い。メタンの2022年から2023年までの濃度増加量
は、2021年から2022年までの増加量より小さく、最近10年
間の平均年増加量よりやや大きかった。一酸化二窒素の
2022年から2023年までの濃度増加量は、近年の記録の中
で、最も大きかった2021年から2022年までの増加量より小
さかった。米国海洋大気庁（NOAA）年次温室効果ガス指標
（AGGI）[15]によると、1990年から2023年までに、長寿命の
温室効果ガス（LLGHGs）による放射強制力は51.5%増加し
ており、二酸化炭素がそのうちの約81%を占める。 

a 工業化以前の濃度を、二酸化炭素（CO2）は 278.3 ppm、メタン
（CH4）は729.2 ppb、一酸化二窒素（N2O）は 270.1 ppb と仮定し
た。 本解析に使用した観測点数は、CO2（146地点）、CH4（153地
点）、N2O（112地点）。 

表 GAW 温室効果ガス観測ネットワークによる主な温室
効果ガスの地上の世界平均濃度（2023年）と増加
量。単位は乾燥空気中の濃度で誤差幅は68%の信
頼限界による。平均手法は、GAWレポートNo.184[2]
に記載している。 

CO2 CH4 N2O 

世界平均濃度（2023 年） 420.0±0.1 
ppm 

1934±2 
ppb 

336.9±0.1 
ppb 

1750 年と比較した存在比 a 151% 265% 125% 

2022 年から 2023 年までの 
増加量

2.3 ppm 11 ppb 1.1 ppb 

2022 年からの増加分の比率 0.55% 0.57% 0.33% 

世界平均濃度の最近 10 年

間の平均年増加量

2.4 
ppm/年 

10.7 
ppb/年 

1.07 
ppb/年 

 

年
次
温
室
効
果
ガ
ス
指
標
（
AG
GI
）3.0

2.5

放
射
強
制
力
（
W
m
-2
）

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0

1.4

1.2

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0

AGGI 2023: 1.515

19
81

19
85

19
91

19
95

20
03

20
05

20
11

20
15

20
21

20
23

20
17

20
19

20
09

20
07

20
13

19
89

19
83

19
87

20
01

19
93

19
97

19
99

19
79

HFCs*
HCFCs
CFC*
N2O
CH
CO

4

2

年

地上観測 航空機 船舶

3

https://community.wmo.int/activity-areas/gaw


 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

二酸化炭素（CO2） 

二酸化炭素は、最も重要な大気中の人為起源温室効果

ガスであり、長寿命の温室効果ガスによる放射強制力の約

66%（4）を占めている。また最近10年間の放射強制力の増加

のうちの約79%（4）、最近5年間では約77%が二酸化炭素によ

るものである。工業化以前の大気中の二酸化炭素濃度は、

大気、海洋及び陸上生物圏の間の炭素交換のバランスを

反映して278.3 ppmであった。二酸化炭素の2023年の世界

平均濃度は420.0±0.1 ppmとなった（図6（a））。2022年から

2023年までの年平均値の増加量（2.3 ppm）は、2021年から

2022年までの増加量（2.2 ppm）よりわずかに大きく、最近10

年間の平均年増加量（2.4 ppm/年）よりわずかに小さかっ

た。濃度増加量のわずかな減少は、本年報の表紙特集記

事で論じられているように化石燃料排出量が減少している

ことを示しているわけではなく、むしろ自然変動に関係して

いる。観測された濃度増加量は、2023年は化石燃料排出量

が継続して多かったこと、森林火災による放出量が増加し

たこと、そして恐らく陸域の吸収量が減少したことによる結

図6 二酸化炭素の1984年から2023年までの（a）世界平
均濃度と（b）その一年あたりの増加量。（b）の塗りつぶし
棒グラフは前年からの濃度差。（a）の赤線は季節変動を
除いた月平均値、線で結んだ青点は月平均値を表す。
この解析に使用した観測点は146地点。 

（7 ページに続く） 

果である。大気中の二酸化炭素濃度増加量の変動 （図6 

（b））は、主に陸域生態系による正味の二酸化炭素吸収の

変動に起因することが科学的見解である。 

大気中の二酸化炭素濃度は、2023年に工業化以前の

151%に達した。これは、主として化石燃料の燃焼とセメント

生産からの排出による結果である。国際エネルギー機関

（IEA）によると、2023年の化石燃料による二酸化炭素排出

量は二酸化炭素換算で37.4 Gt(Pg) CO2
（5）であり、2022年

の37 Gt CO2から1.1%増加した[16]。グローバル・カーボン・

プロジェクト（GCP）の2023年の解析によると、森林減少とそ

の他の土地利用変化は、2013年から2022年までの期間の

平均で4.7 (±2.6) Gt CO2/年の排出に寄与した。2013年か

ら2022年の期間の人間活動による排出のうち、約43%が大

気、26%が海洋、31%が陸上に蓄積され、蓄積先が特定され

なかった残差は1%未満であった[4]。化石燃料の燃焼により

排出され大気中に残留する二酸化炭素の比率（大気残留

率（AF））は、（主に陸域の）二酸化炭素吸収源の大きな自

然変動によって年々変動するが、大気残留率の長期的な

変化傾向を示す証拠はほとんどない（WMO温室効果ガス

年報第17号（気象庁訳）の表紙特集記事も参照）。 

図 5 工業化以前から 2023 年までの世界全体の放射強制
力の増加量に対する主要な長寿命温室効果ガスの寄与
[15]。

の様々な放出源や吸収源、大気中の化学反応についての

定量的な理解が必要である。GAW 計画に基づく観測成果

は、これらのガス及び他の長寿命温室効果ガスの収支を解

明するための貴重な手掛かりを与えるとともに、温室効果

ガスの排出量推定の改善や衛星から求めた長寿命温室効

果ガスの気柱平均データの評価に利用されている。統合全

球温室効果ガス情報システム（IG3IS）は、国や地方行政

区、特に都市のレベルで温室効果ガスの放出源及び吸収

源についての更なる見識を与える。 

NOAA 年次温室効果ガス指標（AGGI）では、1990 年以降
全ての長寿命温室効果ガスによる放射強制力の合計の増
加を評価している[15]。AGGI は 2023 年には 1.51 となり、放
射強制力（4）の合計は、1990 年以降 2023 年までに 51.5%、
2022 年からは 1.6%増加した（図 3）。工業化以前からの世界
全体の放射強制力の増加量に対する主要な長寿命温室効
果ガスの相対的な寄与を図 5 に示す。 
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気候フィードバックへの懸念は二酸化炭素（CO2）に限

ったものではない。2020年から 2022年にかけて、大気中

メタン（CH4）濃度の増加量は、1980 年代に組織的な全球

メタン観測が始まって以来、3 年間の平均年増加量が

15.4 ppb/年 と最大を記録した。観測とモデルシミュレー

ションによると 2020 年から 2022 年まで続いたラニーニャ

現象発生期間の気温上昇と陸域が特に湿潤状態となっ

たことに反応して、自然湿地からのメタン放出が大幅に

増加したことを示している。

大気中メタンは気候強制力を増加させる 2 番目に大き

な要因である。化石燃料の採掘、家畜、廃棄物、埋立

地、稲作などの人為的な排出源や、湿地や浅い湖のよう

な自然発生源から放出される。大気中のメタンは、大気

中に存在する様々な酸化性物質との反応によって除去

され、土壌微生物によって消費される。異なる発生源か

ら放出されたメタンは、その安定炭素同位体比 13C:12C 

(δ 13CCH4 と表記)に明確な特徴を持ち、これがメタン放出

の固有の特徴として機能する（WMO 温室効果ガス年報

第 15 号（気象庁訳）参照）。異なるメタン除去メカニズム

も大気中δ 13CCH4 に影響を与える。大気中 δ 13CCH4 測定

は、異なる発生源分野からのメタン放出をさらに理解す

るために使用される（詳細な手法は図 10 を参照）。 

2020 年から 2022 年にかけての大気中メタンの急速

な増加と δ 13CCH4 の減少は、微生物による放出量増

加が支配的であることを示唆 

大気中メタン濃度は、工業化が始まって以来、工業化

以前の 729±9 ppb[20]から、増加が一時的に停滞した

1999 年から 2006 年の期間の 1774±2 ppb まで、著しく

増加してきた。1800 年から 2000 年代初頭まで、大気中

δ 13CCH4 もまた著しく増加し[21]、このことは 13Cに富んだ

化石燃料からの排出により長期的にメタン増加が起こっ

たことを示している。大気中メタン濃度は 2007 年に再び

増加し始め、この増加は 2014 年に加速し、2020 にはさ

らに加速した。2007 年のメタン濃度増加が始まったと同

時に、大気中δ 13CCH4 は減少し始めた。2020 年から

2022 年にかけての大気中メタン濃度の記録的な上昇

は、大気中 δ 13CCH4 の大幅な減少を伴っていた（図

11）。微生物により放出されたメタンの δ 13CCH4 は、一般

的に大気中の δ 13CCH4 よりも低いことから（図 10）、この

大気中 δ 13CCH4 の予期せぬ変化は、メタン増加の支配

的な要因が化石燃料から微生物起源の放出へ移行した

ことで最もよく説明がつく。2007 年以降の化石燃料分野

からの放出量の増加は、全球的なメタン放出量増加の

約 15%と寄与の割合は小さかった[22]。大気中メタン濃

度や δ 13CCH4 の測定値を同化した複数の全球メタン輸

送モデルは、一貫して、微生物による放出の増加が最

近の大気中メタン濃度の増加の主な要因であると同定

している。メタン増加の地理的分布と、2020 年から 2022

図 10 発生源区分によるδ 13CCH4 質量バランス制約のシ
ーソー図（左が δ 13CCH4 が小さく、右が大きい）。総発生源
安定同位体比（δ 13CQ）は、微生物（Mic）、化石燃料
（FE）、バイオマス・バイオ燃料燃焼（BB）発生源からの異
なるメタン放出によるつり合いにより決まり、それらの全
球平均の安定同位体比 δ 13CCH4 は‰の単位で表される。
湿地、家畜、廃棄物、水田などの微生物起源は一般的に
最も軽く（δ 13C が最も低い）、森林火災やバイオ燃料など
の発熱性の発生源は一般に最も重く（δ 13Cが最も高い）、
化石燃料起源はその間にある。総発生源安定同位体比
（δ 13CQ）と大気中 δ 13CCH4の差が総消失源安定同位体比
である。もし総消失源安定同位体比がわかっているなら
ば、大気中 δ 13CCH4 を使って総発生源安定同位体比（δ 

13CQ）のシーソー上の水平位置を求めることができる。各
区分の放出量の大きさはシーソーが均衡をとるようにし
なければならない。なお、この図では概算値を示してい
る。 
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図 11 NOAA 全球監視研究所と極地高山研究所による全球平均メタン濃度（灰色）と δ 13CCH4（紫色）。1983-1998 年、1999-
2006 年、2008-2013 年、2014-2019 年、2020-2022 年、2023 年の期間におけるメタン濃度と δ 13CCH4 の平均増加率（それぞれ
ppb/年 と‰/年 ）を図中に数字で示す。 

年にかけての大気中 δ 13CCH4 の急激な低下は、同位体

的に軽い（生物起源の）放出の大幅な増加を示唆してお

り、他の研究[23, 24, 25, 26]と組み合わせて、メタン放出

に関する正の気候フィードバックを示している可能性が

ある。2023 年には、世界の気候はエルニーニョ現象の

発生期に移行し、2020 年から 2022 年の期間と比較し

て、世界の大気中メタン濃度の増加の鈍化が観測され、

年内の増加量は 8.9 ppb/年 となり、δ 13CCH4の低下も鈍

化した。これらの変化はバイオマス燃焼による放出の増

加（δ 13CCH4 が大きい）と、2023 年の温暖で乾燥した条件

により、湿地からのメタン放出が減少した結果と考えら

れる。 

 もう一つの潜在的な気候フィードバックは北極圏の

永久凍土の融解であり、これにより有機炭素が放出さ

れ、微生物がそれを二酸化炭素とメタンに変換する。し

かし、北極からの炭素放出の大幅な増加は（まだ）検出

されていない。比較的少量の永久凍土からのメタン放出

が、最近の北極の微生物によるメタン放出量のわずか

な増加に寄与している可能性がある[27]。北極圏の大

地は、永久凍土の最上部 3 メートルに、1000 Pg C とい

う膨大な量の炭素を蓄えている[28]。これと比較して、現

在の大気はメタンとして 4 Pg C を保持している。このよう

な気候フィードバックは、制御するのが非常に困難であ

る。 

人類にとって最善の取り組みは、温室効果ガス、特に

二酸化炭素の現在の排出を削減することで、重大な気

候フィードバックを将来の気候シナリオに供給するのを

止めることである[29]。効果的な排出削減策を支援する

ために、温室効果ガスは、客観的で信頼性の高い吸排

出量の定量値を与えられるような観測方法で監視され

る必要がある。これらの観測は、排出量に関する情報

が、共通の全球バックグランドに対してわずかな時空間

的勾配の中から得られるため、正確かつ適切に較正さ

れなければならない。また、気候変動対策の進捗状況を

把握するためには、数十年にわたって監視を継続する

必要がある。衛星による推定は、特に正確で適切に較

正された温室効果ガスの観測が困難な地域では、この

努力を補うことができる。 
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メタン（CH4）

メタンによる放射強制力は、長寿命の温室効果ガス全体

の約16%（4）を占める。大気中に放出されるメタンの約40%は

自然起源（湿地やシロアリなど）であり、人為起源（畜産、稲

作、化石燃料採掘、埋め立て、廃水、バイオマス燃焼など）

によるものは約60%である[17]。現場観測によるメタンの

2023年の世界平均濃度は、解析開始以来の最高値を更新

する1934±2 ppbであり、前年から11 ppb増加した（図7

（a））。この増加は2021年から2022年までの増加量（16 ppb）

より小さく、最近10年間の平均年増加量（10.7 ppb）よりわず

かに大きい。年増加量は、1980年代後半の約12 ppb/年か

ら減少し、1999年から2006年の間はほぼゼロとなった（図7

（b））。2007年以降、大気中メタン濃度は再増加している。人

為的な排出要因により、大気中メタン濃度は2023年に工業

化以前（729.2 ppb）の265%に達した。二酸化炭素とは異な

り、メタンの人為的発生源は化石燃料関連の排出が大半を

占めているわけではないが、農業による発生源も重要な役

割を果たしていることに留意する必要がある。GAWのメタン

観測結果を用いた研究によれば、熱帯の湿地と北半球中

緯度での人為排出源からのメタンの放出増加が近年の増

加の原因である可能性が高い（挿入記事参照）。 

図7 メタンの1984年から2023年までの（a）世界平均濃度と
（b）その一年あたりの増加量。（b）の塗りつぶし棒グラフは前
年からの濃度差。（a）の赤線は季節変動を除いた月平均値、
線で結んだ青点は月平均値を表す。この解析に使用した観
測点は153地点。

図8 一酸化二窒素の1984年から2023年までの（a）世界平均
濃度と（b）その一年あたりの増加量。（b）の塗りつぶし棒グラ
フは前年からの濃度差。（a）の赤線は季節変動を除いた月平
均値で、この図では月平均値を表す青点と重なっている。こ
の解析に使用した観測点は112地点。

一酸化二窒素（N２O） 

一酸化二窒素の放射強制力は、長寿命の温室効果ガス

全体の約6%（4）を占め、それらのうちで3番目に大きな寄与が

ある。一酸化二窒素は、自然起源（約57%）と人間活動（約

43%）の両方から放出され、それらは海洋、土壌、バイオマ

スの燃焼、施肥及び各種工業過程を含んでいる。一酸化二

窒素の2023年の世界平均濃度は336.9±0.1 ppbであり、前

年から1.1 ppb増加して（図8（a）、図8（b））、工業化以前

（270.1 ppb）の125%となった。2022年から2023年までの増加

量は、2021年から2022年までの増加量より小さく、最近10

年間の平均年増加量（1.07 ppb/年）よりわずかに大きかっ

た。農地への窒素添加が主な原因である全世界の一酸化

二窒素の人為的排出量は、過去40年間で30%増加し年間の

窒素量で7.3（4.2～11.4）Tg N（6）/年となった。この増加が、

主に大気蓄積の増加の原因である[18]。

他の温室効果ガス

モントリオール議定書で規制されている、オゾン層破壊物

質であるクロロフルオロカーボン類（CFCs）は、他のハロゲ

ン化合物と合わせた合計で、長寿命の温室効果ガスによる

放射強制力全体の約12%（4）を占める。大気中のクロロフル
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図 9 六フッ化硫黄（SF6）及び主要なハロカーボン類の月平均濃度（a）六フッ化硫黄及び低濃度のハロカーボン類、（b）高濃
度のハロカーボン類。解析に使用した地点数は、SF6（91）、CFC-11（26）、CFC-12（28）、CFC-113（23）、CCl4（24）、CH3CCl3
（26）、HCFC-141b（12）、HCFC-142b（16）、HCFC-22（16）、HFC-134a（12）、HFC-152a（12）。

謝辞とリンク

WMO加盟国のうちの55カ国がGAW WDCGGに二酸化炭

素及び他の温室効果ガスの観測データを提供している。

WDCGGに提供されている観測データの約46%がNOAA全球

監視研究所（GML）と協力する観測ネットワークで得られた

ものである。GAW温室効果ガスネットワークや観測手法に

関する情報は、GAW Report No. 292を参照されたい。

Advanced Global Atmospheric Gases Experiment （AGAGE）

も本年報に観測データを提供している。さらに、本年報に用

いたデータを提供したGAW観測所（図4参照）は、WDCGGウ

ェブページの一覧表に掲げる。また、スイス気象局（スイス

連邦）によって運営されるGAW観測所情報システム

（GAWSIS）にも掲載されている。本年報は、GAW温室効果

ガスに関する科学諮問部会の監修のもと作成されている。 

編集部

Alex Vermeulen, Xin Lan, Oksana Tarasova, Kazuhiro 
Tsuboi 

著者（アルファベット順) 

Andrew Crotwell (NOAA Global Monitoring Laboratory and 
Cooperative Institute for Research in Environmental 
Sciences, University of Colorado Boulder, United States of 
America) 
Christoph Gerbig (Max Planck Institute for Biogeochemistry, 
Germany) 
Armin Jordan (Max Planck Institute for Biogeochemistry, 
Germany) 
Xin Lan (NOAA Global Monitoring Laboratory and 
Cooperative Institute for Research in Environmental 
Sciences, University of Colorado Boulder, USA) 
Zoë Loh (Commonwealth Scientific and Industrial Research 
Organisation, Australia) 
Ingrid Luijkx (Wageningen University and Research, 
Netherlands (Kingdom of the)) 
John Miller (NOAA Global Monitoring Laboratory, USA) 
Oksana Tarasova (WMO) 
Kazuhiro Tsuboi (Japan Meteorological Agency, WDCGG, 
Japan) 
Alex Vermeulen (Integrated Carbon Observation System – 
European Research Infrastructure Consortium (ICOS 
ERIC)/Lund University, Sweden) 
Ray Weiss (Scripps Institution of Oceanography, University 
of California San Diego, USA) 
Thorsten Warneke (University Bremen, Germany) 
Camille Yver (Laboratoire des Sciences du Climat et de 
l’Environnement (LSCE), France) 

オロカーボン類とほとんどのハロン類は減少している一方

で、同じく強力な温室効果ガスであるハイドロクロロフルオ

ロカーボン類（HCFCs）やハイドロフルオロカーボン類

（HFCs）のいくつかは、今のところ量は少ないものの（ppt（7）

の水準）、比較的急速に増加している。六フッ化硫黄（SF6）

も同様に量は少ないが非常に強力な長寿命の温室効果ガ

スであり、化学工業生産されて主に配電設備の電気絶縁体

として使われている。その大気中の濃度は極めて一定の割

合で増加しており、現在では1990年代半ばに比べて2倍以

上である（図9（a））。

本年報は主に長寿命温室効果ガスを取り扱う。比較的短
寿命の対流圏オゾンは、ハロカーボン類に匹敵する放射強
制力を持ち[19]、短寿命のために水平及び鉛直方向の変
動が非常に大きく、図4に示すような観測ネットワークでは
世界平均濃度が十分に特徴付けられない。その他多くの汚
染物質（一酸化炭素（CO）、窒素酸化物、揮発性有機化合
物など）は、温室効果ガスとは呼ばれないが、放射強制力
に直接的あるいは間接的な影響をわずかに及ぼす。エーロ
ゾル（浮遊粒子状物質）も、放射収支に影響する短寿命の
物質である。本年報で述べた全てのガス及びエーロゾル
は、WMO加盟国や協賛ネットワークから支援を受けてGAW
計画により監視されている。 
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（注釈） 
（1） ppmは乾燥空気分子100万個中の当該ガスの分子数。
（2） 二酸化炭素や他の（温室効果）ガスのような化合物の大気中

の存在量に使用される科学的により正確な用語は、乾燥空気

1モルあたりの該当ガスのモル数として表現されるモル分率で

あり、多くの場合ppm又はppbの単位で表現される。 ただし、

温室効果ガス年報では、一般に起こり得る混乱を避けるた

め、より一般的な用語である濃度を使用する。
（3） ppbは乾燥空気分子10億個中の当該ガスの分子数。
（4） ここでいう比率は、1750年以降の全ての長寿命の温室効果ガ

スによる世界全体の放射強制力の増加量に対して、それぞれ

のガスが寄与する相対的な割合のこと。放射強制力とは、成

層圏の温度を急速に調整した後、工業化以前（1750年）から

の温室効果ガス総量増加の結果として生じる、地球のエネル

ギー収支に対する摂動である。「有効」放射強制力には、対流

圏の急速な調整も含まれる。IPCC第6次評価報告書第1作業

部会報告書で使用されている排出量に基づいた強制力に

は、他の大気組成に影響を与えるメタンの大気化学により推

定された間接的な強制力が含まれるのに対し、ここに示され

ている数値は、メタンと二酸化炭素の直接的な放射強制力の

みを考慮していることに注意されたい。
（5） 1 Gt CO2は10億トン（1015 g）の二酸化炭素量を示す。なお、

3.664 Gt CO2は、1 Gt C（炭素換算で10億トン）に相当する。
（6） 1 Tg Nは窒素換算で100万トン（1012 g）の窒素量を示す。な

お、1.57 Tg N2Oの一酸化二窒素量は、窒素換算で1 Tg Nに相

当する。
（7） pptは乾燥空気分子1兆個中の当該ガスの分子数。
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今回紹介する温室効果ガス観測所 

ブキトコトタバン観測所（インドネシア共和国） 

ブキトコトタバン GAW 全球観測所はスマトラ島に位置
し、ブキティンギ市（人口：85,000 人）の北約 17km、西ス
マトラ州の州都パダン市の北約 120 km にある。ブキトコ
トタバン（「空飛ぶ街の丘」の意）は赤道直下の高原の尾
根に位置し、標高は 864.5 m、西海岸線から 40 km 離れ
ている。敷地内の施設は大きな平屋の建物で、執務室、
会議室、研究室がある。300 m2の平らな屋根の上には、
大気採取口と日射・赤外放射と気象の測器が設置され
ている。この観測所での温室効果ガスのフラスコ・サン

所在 
所属国：インドネシア共和
国 
南緯：0.20194 ° 
東経：100.31806 ° 
標高：864.5 m 
標準時間帯：協定世界時
+7 時間
WIGOS ID ： 0-20008-0-
BKT
GAW ID：BKT

JN
 2

41
17
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ブキトコトタバン観測所 
写真：気象気候地球物理庁（BMKG） 

プリング・プログラムは 2004 年に開始された。観測所
は、西側にあるパダンとメダンを結ぶ幹線道路（適度な
交通量）から数キロ離れており、一般には閉鎖された小
さなアクセス道路を通って行く。観測所への小さなアクセ
ス道路があることで、農民たちがこの地域を開発するこ
とを可能にしている。観測所の管理者は、周辺環境の改
変に対する懸念に対処するため、西スマトラ州当局に支
援を要請している。

ベアリングヘッド観測所 
写真：Dave Allen (NIWA) 

ベアリングヘッド観測所（ニュージーランド、マオリ語名アオテアロア） 

GAW 地域観測所であるベアリングヘッド（BHD）大気
観測所は、ニュージーランド（マオリ語名アオテアロア）
国立大気水圏研究所（NIWA）によって運営されている。
ベアリングヘッド観測所は、ウェリントン（人口 440,000
人）の南東 10 km、北島の南端にある高さ 85 m の崖の
上に位置している。周辺の土地は疎らな畜産に利用さ
れている。この観測所は、少なくとも 5 日間は陸地と接
触していない強い南風に頻繁にさらされ、南氷洋の基準
となる大気組成を監視するために使用される。ベアリン
グヘッド観測所での大気中の二酸化炭素の高精度観測
は1972年に開始された。この観測所の二酸化炭素の現
場観測記録は、南半球で最長であり、世界でも最長記

録の一つである。ベアリングヘッド観測所での温室効果
ガス観測には、二酸化炭素、メタン、一酸化炭素、一酸
化二窒素の濃度、二酸化炭素、メタン、一酸化炭素の放
射性同位体及び安定同位体が含まれる。ラドンや硫化
カルボニルのような他の成分を測定するために、新しい
技術が使用されている。二酸化炭素とメタンの濃度の観
測は、逆解析法を利用したトップダウン手法により、国
別排出量の定量化にますます利用されるようになってい
る。NIWA は、米国海洋大気庁（NOAA）の全球監視部門
（GMD）及びスクリップス海洋研究所（SIO）と協力してい
る。

所在 
所属国：ニュージーランド 
南緯：41.40819 ° 
東経：174.87080 ° 
標高：85 m 
標準時間帯：協定世界時
+12 時間
WIGOS ID ： 0-20008-0-
BHD
GAW ID：BHD
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